
 - 1 -

米政策の第２次シミュレーション結果と 

米政策改革の方向 
 

 

米の生産調整は、昭和４４年に試行され、４６年に本格的に実施されて以来、

これまで約４０年にわたり実施されてきている。当初は予算措置として推進され

たが、平成６年に制定された食糧法において、米の需給と価格の安定を図るため

に推進すると規定された。 

 

しかしながら、この間、担い手の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加が進

むとともに、生産調整をめぐっては、着実に実施している者が不公平感を感じて

いる点や、担い手の自由な経営発展を阻害している点等の問題が深刻化し、農村

部では閉塞感や将来に対する不安が拡がっている。 

 

 今後、世界の食料需給が中長期的にひっ迫基調で推移することが予測される中

で、我が国が食料自給力を向上し、食料の安定供給を確保していくためには、私

は、現在の農政、とりわけその根幹である米政策を見直し、これら生産調整をめ

ぐる問題を払拭しなければならないと考えてきた。以下では、現時点で得られて

いるシミュレーション結果の分析を通じて、あるべき米政策の方向について論じ

ていきたい。 

 

米の生産調整については、先般行ったアンケート調査で、地域や経営規模によ

り差異が見られるものの、農業者の５９％が見直しを望んでいることが明らかに

なった（現状維持は２５％、廃止は１３％）。見直しの方向性については、農家の

自主性や経営の自由度が高まるよう見直すべき、つまり「緩和」すべきとする回

答（３９％）が、生産調整を強化し、確実に行われるように見直すべき、つまり

「強化」すべきとする回答（２１％）を上回っている。 

 

 このような農業者の意向を政策の選択肢として設定し、計量経済モデルを用い

て将来の米価や生産量に加え、財政負担、消費者余剰等の予測を行ったのが、今

回の「第２次シミュレーション」である。今回のモデルでは、経営規模の拡大や

高齢化の進展といった構造的な変化についても考慮に入れた上で、予測を行って

いる。 
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 シミュレーションを行ったのは、表１の生産調整の強化から廃止までの９つの

米政策見直しの選択肢である。それぞれの選択肢については、選択肢①は高い米

価を維持するため、生産調整を強化し続けるものであり、選択肢②は現行の施策

を続けるものである。選択肢③は農家の自主性や経営の自由度が高まるように、

生産調整の仕組みを緩和する方向で見直すものであり、選択肢④は生産調整を廃

止するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このうち、選択肢③と④では、販売農家を対象として、農家手取り価額が平均

生産費を下回った場合にその差額を補てんするという新たな米価下落補てん対策

を導入することとしている。また、選択肢③については、「緩和」の方法や程度が

それぞれ異なる５つの細分化された選択肢を設定した。 

 

 シミュレーションの予測結果は、表２のとおりである。市場価格は選択肢によ

り大きく異なるが、いずれのケースも補てん後の農家手取り価額は全国平均の生

産費（規模拡大により、現在の 13,872 円/60kg から 10 年目には 11,660 円/60kg

に減少すると予測）がカバーされる水準となっている。財政負担は、選択肢①の

「強化」と選択肢④－２の「廃止」の場合に、非常に大きなものとなっている。 

 

 

 

選択肢 ① ② ③-1 ③-2 ③-3 ③-4 ③-5 ④-1 ④-2 

未達成者に対するペナ
ルティ措置 

維持 維持 廃止 廃止 

転作作物（麦、大豆、米
粉用米等）への助成 

拡充 維持 拡充 縮小 廃止 

 生産調整の実施要件 ○ ○ ○ ○ × × × ― ― 

経営所得安定対策（ナラ
シ）（担い手向け対策）

継続 継続 継続 廃止 

 生産調整の実施要件 ○ ○ ○ × ○ × × ― ― 

米価下落補てん対策（主
食用米に対する補てん）

― ― 
導入 

（販売農家対象） 

導入 
担い手
対象 

導入 
販売農
家対象

 生産調整の実施要件 ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ― ― 

（表１）米政策見直しの選択肢 
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一方、消費者余剰については、価格の上昇はもとより、消費量の減少とともに

減少するので、特に、米価が高く維持される選択肢①の「強化」の場合には大き

なマイナスとなる。しかしながら、選択肢③の「緩和」や選択肢④の「廃止」の

ケースのように、米価が下がることによって消費量が増加し、消費者余剰が現状

程度に維持されることや現状よりプラスになることも可能となる。 

 

麦や大豆、米粉用米、飼料用米といった転換先の作物については、主食用米と

同等の所得が助成されるケース（選択肢①、③－１から４）では生産が拡大する

が、選択肢④の「廃止」の場合には、生産が消滅し、水田面積は大幅に減少する。 

 

 上記のとおり、選択肢①の「強化」のケースは、財政負担や消費者余剰等の面

で、採りうる選択肢とは考えられない。また、選択肢④の「廃止」については、

適切な政策展開により構造改革が進み、農家の経営判断に基づき需要に応じた生

産が行われる環境が未だ整わない状況の下で、直ちに採るべき選択肢として適当

であるとは考えられない。また、選択肢②の「現状維持」の場合には、財政負担

はそれほど増えないが、現在の施策の継続では生産調整に対する不公平感、閉塞

感が解消されない上、構造改革は遅々として進展せず、選択肢①や④と同様に選

選択肢 初期値 ① ② ③－１ ③－２ ③－３ ③－４ ③－５ ④－１ ④－２

米価（10 年目） 

（円/60kg） 
(19年産)          

 市場価格 15,075 18,443 15,351 15,344 14,603 14,607 13,774 12,446 9,729 7,514 

 農家手取り価格           

  （補てん有り） 14,078 15,557 13,114 13,121 12,414 12,414 11,660 11,660 11,660 11,660

  （補てん無し） 12,746 15,557 12,976 12,971 12,350 12,353 11,655 10,541 8,251 6,373 

生産量（10 年目） 

（万ﾄﾝ） 
856 751 802 802 815 815 829 856 927 1,005 

財政負担（億円）           

 （１年目） - 3,531 2,068 2,394 3,376 3,280 4,319 3,604 3,562 10,559

 （10 年目） - 5,792 2,780 3,901 3,616 3,609 3,176 1,778 3,303 8,415 

 （10 年間総額） - 47,628 24,643 32,101 33,860 33,463 38,158 26,033 33,343 99,821

消費者余剰の増減 

（10 年目、19 年比） 

（億円） 

- -7,026 -1,669 -1,658 -314 -320 +1,221※ +3,754※ +9,288 +14,259

水田面積（10 年目） 

（万 ha） 
239 228 226 228 229 229 231 222 215 225 

 うち調整水田等 20 0 2 0 0 0 1 5 23 19 

 

（表２）シミュレーションの予測結果 
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択肢としては適当でない。 

 

 選択肢③は、③－１から５までの選択肢により程度は異なるが、いずれも「緩

和」により米価が下がり、大規模農家への集約を促すものである。米価下落補て

ん対策の導入により、生産調整を実施する農家には生産費が補てんされる一方、

従来の経営所得安定対策が継続されることで、担い手は引き続き収入の減少に対

する手当てがなされる。 

 

 この選択肢③の予測結果から、２つの重要な点が示唆される。 

 

第１点は、多くの生産者が望む所得補償をこの新たな米価下落補てん対策によ

り、過大な財政支出（納税者負担）を伴うことなく、かつ将来的にこれが逓減さ

れる形で実現できる点である。すなわち、稲作の経営規模拡大の進展に伴い補て

んの基準となる平均生産費が低下することが想定されるが、この生産費の低下ス

ピードと生産調整の「緩和」による米価下落のスピードを調和させることにより、

財政負担を抑えることが可能となる。 

 

さらに、緩和の程度により、米の市場価格や財政負担、消費者余剰が連動して

変化することになるが、これらの中から状況に応じて政策選択を行う際に、一定

の予測とその効果を示すことが可能となり、納税者、消費者や生産者の理解を得

ることに資するものになると考えられる。 

 

 第２点は、この新たな米価下落補てん対策と従来の経営所得安定対策が両立し

得るという点である。経営所得安定対策は、いわゆる品目横断的対策として、平

成１９年度より導入された担い手向けの対策である。この対策は、補てん基準が

５中３平均（過去５カ年中、最高と最低を除く３カ年の平均）の価格であること

から、米価が年々下落する局面では基準自体が下がり、補てん額も徐々に減って

いくこととなる。 

 

 他方、新たな米価下落対策は、規模拡大の進展により補てん基準は徐々に低下

していくものの、生産費を確保できる補てん水準が維持されることで、中長期的

な経営の安定化を図ることが可能となる。さらに、米の場合には、中・小規模農

家の占める割合（担い手以外の販売農家による作付が全体の約４割）が大きいた

め、担い手だけでなく、それ以外の販売農家も対象にする対策とすることで、生

産調整に関する不公平感を解消する上で十分な効果が期待できる。 
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 選択肢③では、この経営所得安定対策と米価下落補てん対策の２つの対策が補

完し合うことで、生産調整を実施する農家が適切に報われるとともに、大規模農

家への経営の集約を促し、水田農業の構造改革を加速することが可能となる。ま

た、消費者負担型から納税者負担型の政策へのシフトを図る上で、消費者余剰と

財政負担のバランスをいかに取るかが重要であるが、この選択肢③では、現在よ

りは多くの財政負担が必要となるものの、消費者余剰は、特に選択肢③－４や③

－５のケースでは、１０年目でも現在より増加することになる（表２の※印参照）。

さらに、選択肢③－４では、麦、大豆や米粉用米、飼料用米等の生産も増加し、

水田面積の減少も抑制される。私は、このような政策こそが、米政策のあるべき

姿であると考えている。 

 

 今回お示しした分析結果は、私が、省内に設置した「経済分析チーム」に命じ

て、「第２次シミュレーション」として進めてきたものであり、政府内の正式な手

続きを経て公式なものとして確立された段階のものではないが、このようなシミ

ュレーションの手法並びにその妥当性については、私なりに得心し、首肯しうる

ものであると考えている。 

 

 顧みれば、平成１３年８月の自民党総合農政調査会において、私が仮に生産調

整を廃止したらどうなるのか、シミュレーションを行って議論して欲しいと発言

し、農林水産省内でその作業が行われた。それ以来、このような客観的かつ科学

的な予測が行われてこなかったこと自体が、現在の状況を招来した大きな要因で

あると認識している。 

 

昨年９月に農林水産大臣に就任して以来申し上げてきたように、採りうる政策

の選択肢の幅は極めて狭く、与えられた時間は余りにも短い。今回のシミュレー

ション結果が示したことを糧として、今後、透明で開かれた農政が、生産者、消

費者、納税者共通の理解の下に展開され、我が国農業が持続可能性を維持するの

みならず、あらゆる面で世界で最も恵まれた潜在的条件を活かし、飛躍的に発展

することを願ってやまない。 

 

平成２１年９月１５日  

 

農林水産大臣  

石破 茂  
 


